
































































































































契約日 平成12．8 平成12．8 平成15．4
業　　者 有（仲介） 有（仲介） 有（仲介）
物　　件 京都・共同住宅 滋賀・共同住宅 京都・共同住宅
賃貸人 個人家主 個人家主 法人家主
賃借人 会社員 会社員 学生
仲介業 有 有 有
礼　　金 6万円 20万円 なし
補修金 なし なし 12万円





期　　間 1年更新 2年更新 1年更新
更新回 5回 3回 3回
請求額 50万円 26万円 22万8千円
提　　訴 平成19．4．13 平成20．5．20 平成20．2．27
第一・審 京都地裁、有効 大津地裁、有効 京都地裁、無効
第二審 大阪高裁、無効 大阪高裁、有効 大阪高裁、無効
最高裁 有効 有効 有効
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3．判決要旨
主文（一部破棄自判、一部上告棄却）
1　原判決中、被上告人Xの定額補修分担金の返還請求に関する部分を除
　　く部分を破棄し、同部分に係る第1審判決を取り消す。
2　前項の部分に関する被上告人Xの請求を棄却する。
3　上告人のその余の上告を却下する。
4　被上告人らは、上告人に対し、連帯して、7万6000円及びこれに対
　　する平成19年9月19日から支払済みまで年5分の割合による金員を
　　支払え。
5　訴訟の総費用のうち、上告人と被上告人Xとの問に生じたものは、こ
　　れを4分し、その1を上告人の、その余を同被上告人の負担とし、上
　　告人と被上告人Zとの間に生じたものは同被上告人の負担とする。
理由
第1　上告理由第1点（消費者契約法10条と憲法29条1項の関係）につ
　　　いて
　消費者契約法10条が憲法29条1項に違反するものでないことは、最高
裁平成12年（オ）第1965号同年（受）第1703号同14年2月13日大法廷判
決・民集56巻2号331頁の趣旨に徴してして明らかである（最高裁平成17
年（オ）第886号同18年11月27日第二小法廷判決・裁判集民事222号275頁
参照）。論旨は採用することができない。
　　中略
第2　上告理由第2点（更新料条項の有効性）について
　本件条項を消費者契約法10条により無効とした原審の上記判断は是認
することができない。その理由は、次のとおりである。
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（1）更新料の法的性質
　更新料は、期間が満了し、賃貸借契約を更新する際に、賃借人と賃貸人
との間で授受される金員である。これがいかなる性質を有するかは、賃貸
借契約成立前後の当事者双方の事情、更新料条項が成立するに至った経緯
その他諸般の事情を総合考量し、具体的事実関係に即して判断されるべき
であるが（最高裁昭和58年（オ）第1289号同59年4月20日第二小法廷判決・
民集38巻6号610頁参照）、更新料は、賃料と共に賃貸人の事業の収益の
一部を構成するのが通常であり、その支払により賃借人は円満に物件の使
用を継続することができることからすると、更新料は、一般に、賃料の補
充ないし前払、賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な
性質を有するものと解するのが相当である。
（2）消費者契約法10条との関係
　そこで、更新料条項が、消費者契約法10条により無効とされるか否か
にっいて検討する。
ア　前段要件
　消費者契約法10条は、消費者契約の条項を無効とする要件として、当
該条項が、民法等の法律の公の秩序に関しない規定、すなわち任意規定の
適用による場合に比し、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重
するものであることを定めるところ、ここにいう任意規定には、明文の規
定のみならず、一般的な法理等も含まれると解するのが相当である。そし
て、賃貸借契約は、賃貸人が物件を賃借人に使用させることを約し、賃借
人がこれに対して賃料を支払うことを約することによって効力を生ずる
（民法601条）のであるから、更新料条項は、一般的には賃貸借契約の要
素を構成しない債務を特約により賃借人に負わせるという意味において、
任意規定の適用による場合に比し、消費者である賃借人の義務を加重する
ものに当たるというべきである。
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イ　後段要件
　また、消費者契約法10条は、消費者契約の条項を無効とする要件とし
て、当該条項が、民法1条2項に規定する基本原則、すなわち信義則に反
して消費者の利益を一方的に害するものであることをも定めるところ、当
該条項が信義則に反して消費者の利益を一方的に害するものであるか否か
は、消費者契約法の趣旨、目的（同法1条参照）に照らし、当該条項の性
質、契約が成立するに至った経緯、消費者と事業者との問に存する情報の
質及び量並びに交渉力の格差その他諸般の事情を総合考量して判断される
べきである。
　更新料条項についてみると、更新料が、一般に、賃料の補充ないし前
払、賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性質を有す
ることは、前記（1）に説示したとおりであり、更新料の支払にはおよそ
経済的合理性がないなどということはできない。また、一定の地域におい
て、期間満了の際、賃借人が賃貸人に対し更新料の支払をする例が少なか
らず存することは公知であることや、従前、裁判上の和解手続等において
も、更新料条項は公序良俗に反するなどとして、これを当然に無効とする
取扱いがされてこなかったことは裁判所に顕著であることからすると、更
新料条項が賃貸借契約書に一義的かっ具体的に記載され、賃借人と賃貸人
との間に更新料の支払に関する明確な合意が成立している場合に、賃借人
と賃貸人との問に、更新料条項に関する情報の質及び量並びに交渉力につ
いて、看過し得ないほどの格差が存するとみることもできない。
　そうすると、賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載された更新料条項
は、更新料の額が賃料の額、賃貸借契約が更新される期間等に照らし高額
に過ぎるなどの特段の事情がない限り、消費者契約法10条にいう「民法
第1条第2項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害する
もの」には当たらないと解するのが相当である。
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（3）本件へのあてはめ
　これを本件についてみると、前記認定事実によれば、本件条項は本件契
約書に一義的かつ明確に記載されているところ、その内容は、更新料の額
を賃料の2か月分とし、本件賃貸借契約が更新される期間を1年間とする
ものであって、上記特段の事情が存するとはいえず、これを消費者契約法
10条により無効とすることはできない。また、これまで説示したところ
によれば、本件条項を、借地借家法30条にいう同法第3章第1節の規定
に反する特約で建物の賃借人に不利なものということもできない。
第3　結論
　以上説示したところによれば、原判決中、被上告人Xの定額補修分担金
の返還請求に関する部分を除く部分は破棄を免れない。そして、前記認定
事実及び前記第2の4に説示したところによれば、更新料の返還を求める
被上告人Xの請求は理由がないから、これを棄却すべきであり、また、未
払更新料7万6000円及びこれに対する催告後である平成19年9月19日か
ら支払済みまで民法所定の年5分の割合による遅延損害金の支払を求める
上告人の請求には理由があるから、これを認容すべきである。なお、被上
告人Xの定額補修分担金の返還請求に関する部分についての上告は却下す
ることとする。
　よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。
（裁判長裁判官古田佑紀　裁判官竹内行夫　裁判官須藤正彦　裁判官
　千葉勝美）・
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皿．検討
　本判決は、借家契約における「更新料条項」について、原審判決（更新
料条項無効）を破棄し自判して、消費者契約法10条のもとでの「更新料
条項」の有効性を認めた。（8）以下、本件判例研究として、まず本判決の意
義を摘要し、追って順次関連する論点を検討したうえで、最後に本判決を
評価し今後ゐ課題を提起する。
1．本判決の意義
（1）更新料の複合的性質を認めたこと
　本判決は、更新料の性質にっいて、諸般の事情（当事者双方の事情、更
新料条項が成立した経緯その他）を総合考量したうえで、個別具体に判断
すべきであるとしたうえで、「一般に、賃料の補充ないし前払い、賃貸借
契約を継続するための対価等の趣旨を含む『複合的な性質』を有するもの
と解するのが相当である」と判示し、いわゆる「複合的性質論」に従った。
この点、先例を踏襲しつつ、更新料の有効性を判断するための前提を確認
したにすぎないが、本判決の意義の1っである。
（2）更新料原則有効の規範を確立したこと
　本判決の主要な意義は、なんといっても「借家契約における更新料条項
は、特段の事情のない限り、原則として有効である」という一般規範（判
例法）を確立した点にある。本判決は、京都地域に個別独特な更新料条項
についての判断であるが、単なる個別事例判決の域を超えて、借家ケース
だけでなく借地ケースにも、また京都だけでなく全国一円の不動産賃貸借
（8）本判決で有効性を認めたのは、「更新料条項」であって、「更新料特約」ではない。
　更新料の特約と条項とは、厳密にいえば、その意味を異にする。更新料特約は「当
　事者の合意」自体を意味し、更新料条項は合意に基づく「書面化された文言」を意
　味する。一般に、民法および借地借家法で問題とするのは「更新料特約」の効力で
　あるが、本判決が消費者契約法のもとでの効力を検討したのは、「文言化された更新
　料条項」にっいてである。
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における更新料条項にも、その射程が及ぶことになる。この点、更新料に
関する「判例法の形成」（一般規範の定立）としてきわめて重要な意義を
有する判決である。（9）
（3）消費者契約法10条の解釈を深化させたこと
　さらに、本判決の重要な意義は、更新料条項の有効性を判断するにあた
り、借地借家法30条ではなく、消費者契約法10条を法的根拠としたこと
にあり、しかも、その解釈を深化させたことにある。結果として、本判決
は、更新料条項以外の消費者契約、とくに消費者に不利といえる「不当条
項」の有効性を判断する一般的な基準を与えることとなった。このうち、
消費者契約法10条が憲法29条1項に違反しない旨を判示したのは、最高
裁として初めてのことである。本稿でも、借地借家法30条とともに、と
くに消費者契約法10条のもとでの「更新料の有効性」について、細かく
検討する。
（4）不動産管理実務に多大な配慮をしたこと
　本判決は、「更新料条項の有効性」を広く認めたことで、不動産実務に
大きな安心感を与えることとなった。この点も本判決の意義の1つに加え
たい。かりに今回の最高裁が更新料特約条項を無効とする判断を示したと
したら、過去に利息制限法の下で「過払い金返還訴訟」が多発したように、
実際に「既払い更新料返還訴訟」が生じたことであろう。今回の最高裁判
断（配慮）によって、そうした実務の懸念は杞憂に終わった。その意味で
は、本判決の最大の意義というべきかも知れない。しかし同時に、本判決
は、今後の更新料実務に様々な課題を投げかけているように思う。本稿の
最後には、この点にも言及する。
（9）京都は「学生の街」ともいわれ、不動産管理業者のカが強い土地柄である。従前か
　ら、京都の不動産管理会社が作成する賃貸借契約書のひな型には、賃借人に不利と
　いえる特約（不当条項）が多く、これをとくに「京都方式」という。平尾嘉晃（本
　件原告側弁護士）「更新料返還請求事件」法学セミナー685号36頁参照
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2．更新料特約の法的性質
（1）問題の所在
　本件判例研究として、まず、「更新料とはなにか」という問題視点から、
更新料の意義・沿革を確認したうえで、とくに「更新料の法的性質」に関
する様々な考え方を紹介し、「複合的性質論」を採った本判決に若干の検
討を加える。（10）更新料の有効性を検討するための前提である。
（2）更新料の意義と沿革
（ア）更新料にっいては、民法上にも借地借家法上にも明文規定はない
が、更新料の定義はさほど難しくない。更新料とは、一般に、「不動産賃
貸借契約の期間満了に伴う契約更新に際して賃借人から賃貸人に対して支
払われる・一時金」のことをいう。借地でも借家でも見受けられる。この点、
本判決も、「更新料は、期間が満了し、賃貸借契約を更新する際に、賃借
人と賃貸人との間で授受される金員である」と簡潔に定義している。
（イ）わが国における更新料の合意または慣行は、それほど古いことでは
なく、昭和20年後半からである。（11）当初は「借地契約」特有に問題となる
一時金として顕在化した。当時の借地は、戦前に設定されたものが多く、
戦後の急激な地価高騰の影響で、戦後に設定された新規借地との地代格差
が大きくなっていた。また、土地の需要（財産的価値）が高まったにもか
かわらず、借地法（昭和16年新設の正当事由制度）により、地主として
は、借地期間満了に際して更新を拒絶して土地を取り戻すことができなく
なっていた。当然に地主の不満は強かった。そうした時代背景のもと、当
事者の利益調整のために、いわば‘‘不可避的に”「更新料授受の特約」が
（10）更新料特約の法的性質一般にっいては、石外克喜・権利金・更新料の判例総合解
　説111頁以下、渋川満「更新料」現代借地借家法講座1（借地）41頁以下参照。最近
　の論稿では大澤彩「建物賃貸借契約における更新料特約の規制法理（上）」NBL931
　号20頁以下が詳しい。
（11）更新料の沿革については、前掲注10の石外、渋川論稿のほか、宮崎俊行「借地契
　約の更新料と利益衡量的手法」日本法学45巻2号71頁以下、新田孝二「賃貸借契約
　における更新料の支払義務」判例時報825号137頁以下参照
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生じ広まっていったといわれている。こうして、東京周辺では、昭和30年
代に入り、更新料授受の合意または慣行が一般化していったといわれる。
　他方、借家（アパート・マンション）における「更新料支払特約」の発
生は、借地に真似て遅れて一般化していったが、少し事情が異なる。借家
における更新料授受は、借家契約に関与する不動産仲介業者の思惑から生
じたといわれているる。つまり、家主に更新料を授受させれば、業者もそ
の一部を受け取ることができるのではないか、あるいは、仲介業の依頼が
増えるのではないか、そういった業者の目論見に加えて、‘‘貰っておいて
損はない”という家主の率直な感性が、更新料特約ないし慣行を普及させ
た要因のようである。
（ウ）今日、更新料は、都市部を中心に半ば慣行化しているともいわれる
が、一律ではない。東京首都圏、京都、愛知では多いが、同じ関西でも大
阪、兵庫ではほとんどみられない。更新料の額は、借地では借地権価格の
3％～5％、借家では家賃の1～2か月分程度が相場である（平均約1．4
か月分）。とくに京都地区では更新料の額が高いといわれている。（12）
（3）更新料の慣習法化
（ア）契約理論上、更新料の発生原因（基本的根拠）は、当事者間の「明
確な合意」である。この点は異論がない。その合意内容の具体的な証左が
更新料条項である。では、更新支払いの慣習はどうか。実際に、更新料は
どの程度浸透（定着）しているのか。もし更新料授受が慣行化していると
解するならば、更新料の「明確な合意」が立証されなくとも、不動産賃貸
人（地主・家主）は契約更新時に明確な合意形成のプロセスを要すること
なく、当然に更新料支払を請求することができるということになる。更新
料の有効性を判断する前提としても確認しておきたいことである。
（イ）更新料の実態は地方で状況が異なる。この「地域格差」をどう評価
（12）更新料の額については、「民問賃貸住宅に係る実態調査」国土交通省（平成19年6
　月公表）参照
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するか、都市部での「更新料の授受」が「慣習法or事実たる慣習」になっ
ていると評価してもよいのかが1つの問題である。この点、従来の判例に
は、更新料の慣習化を明確に判じたものはないようである。昭和50年代
に一一部の下級審判決で肯定例がみられるが、最高裁レベルでは「更新料授
受の慣行化」を否定していると解されている。（13）
（ウ）そこで、本件最高裁が「更新料の慣行化」を認めるのかどうか、個
人的には大いに関心をもっていた。しかしながら、本判決では「賃貸借契
約書に一・義的かつ具体的に記載された更新料条項」に限って有効性を判断
しており、「更新料の慣行化」の当否には直接言及していない。したがっ
て、判決文を読む限りでは、本件係争地の京都圏および東京首都圏であっ
ても、慣習法化を認めず、当事者間で「明確な合意」に基づく「更新料条
項」を作成しない限り、賃借人には更新料支払義務が生じないと解してい
るものと思われる。
（4）更新料の法的性質
　さて、本節での本論に移る。「更新料にはどのような趣旨・性質がある
のか」である。本判決は、先例（14）に倣って、「賃貸借契約成立前後の当事
者双方の事情、更新料条項が成立するに至った経緯その他諸般の事情を総
合考量し、具体的事実関係に即して判断されるべきである」としたうえ
で、更新料は、賃料の補充（ないし前払い）、賃貸借継続の対価等の趣旨
を含む「複合的な性質」を有するものと解した。いわゆる「複合的性質論」
である。なるほど、更新料の趣旨ないし性質は諸般の事情次第で多様なの
（13）最判昭51．10．1判時835号63頁。本件は、原告（賃貸人）は主位的に契約解除を求
　めたが、予備的に被告（賃借人）には更新料支払義務が生じる旨の事実たる慣習が
　存在するなどを理由に、更地価格の8％に相当する金員の支払いを訴求した事案で
　ある。最高裁は「（更新料の）事実たる慣習が存在するものとは認めるに足りないと
　した原審の認定は、是認することができ」ると判示した。荒木新五「借地借家判例
　154」学陽書房356頁参照
（14）先例は「最判昭和59年4月20日」（民集38巻6号610頁）である。なおこの先例は
　土地賃貸借における更新料不払いを理由とする「解除の妥当性」をめぐる事案であ
　り、更新料の性質論は「傍論」として展開したにすぎない。
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だろう。学説の見解もきわめて多様である。以下、そのうち代表的なもの
を紹介し、若干の検討を加える。
（ア）賃料の前払い（補充）（15）
　更新料を賃料の一部（本来賃料の前払いまたは補充）ととらえる見解が
ある。その根拠としては、a）更新料発生の経緯、b）当事者の合理的意
思解釈、c）更新料が不動産鑑定評価における実質賃料の考慮事由になっ
ていること、などが挙げられる。更新料の趣旨・性質を賃貸人の立場か
ら、単独的にとらえ、かつ借地借家法の規制を回避して合理的に説得しよ
うとするならば、この見解が最も普通かつ妥当かも知れない。従来から有
力な考え方の1つである。
　しかし、この「賃料前払・補充説」には、次のような反論がある。a）
バブル期にない現在では、更新料発生の基礎というべき「不動産価格の上
昇」が見込めない、b）1年や2年といった約定期間が短い借家契約では
賃料の不足分が生じない、c）中途解約の場合に残期間分の更新料が返還
されない現状実務の扱いと矛盾する、などである。
（イ）更新承諾の対価（更新拒絶権の放棄）（16）
　更新料には、賃貸人（家主）に「更新拒絶権」を放棄してもらい、更新
に伴う紛争を予め回避するという趣旨があるととらえる見解がある。紛争
回避説と名付けることもできる。「更新料」という文言に最も忠実な（文
理解釈的な）とらえ方である。
　しかし、これに対しては、a）借地借家法のもとでは、正当事由が認め
られて更新拒絶権が発生する例は極めて少ない、b）賃借人が更新料を支
払わなくとも、賃貸人は正当事由がなければ、更新拒絶できないのが法原
則である、c）賃貸人（地主・家主）が月額賃料の1～2ヶ月分程度の更
（15）賃料前払・補充説にっいては、星野英一「借地・借家法」66頁、鈴木重勝「更新料」
　現代契約法体系3巻52頁参照
（16）承諾対価説（異議権放棄説）にっいては、石川明「借地権利金の性質」不動産法
　体系IH237頁参照
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新料で更新拒絶権を放棄することは考えにくい、などの反論がある。
（ウ）賃借権強化の対価（17）
　更新料には、賃借人（借家人）にとって、法定更新による「期間の定め
のない賃貸借となる」（借地借家26条1項ただし書き）ことを避けようと
の趣旨があると説く見解もある。賃借人の立場からみた、しかも、具体的
な法的効果を示す専門的な知見である。
　しかし、これに対しても、借地借家法のもとでは、法定更新がなされて
「期間の定めのない賃貸借」になったとしても、その後に正当事由を備え
ない限り、賃貸人からの解約が認められるケースは稀なのであるから、議
論の実益がないと反論されている。
（エ）中途解約の対価（違約金、空室リスク補填）（18）
　更新料には、賃借人に「中途解約の自由」を認める意味があり、賃借人
にとって有利であるとの見解もある。これに対しては、a）契約上は賃貸
人にも中途解約権が留保されている、b）更新前の当初契約にも賃借人の
中途解約権の留保特約がある、c）更新料授受を正当化しようとする貸主
（業界）側のご都合主義発言にすぎない、などの鋭い批判が浴びせられて
いる。
　なお、この「中途解約の対価」に加えて、「賃借人の中途解約の自由を
認めるものである場合、礼金や更新料などの一時金は、賃貸人の空室リス
クを緩和するものとして機能する」との見解もある。単なる中途解約対価
説を補い、更新料の合理性を説く、賃貸人に有利なとらえ方である。
（オ）単なる贈与（19）
　借地借家法の立法趣旨を考えると、更新料の授受には合理的な理由など
（17）賃借権強化対価説については、木崎安和「借家契約における特約の効力」新借地
　借家法講座第3巻（借家法編）日本評論社187頁参照
（18）　中途解約権説（空室リスク補填説）については、加藤雅信「賃貸借契約における
　更新料特約の機能と効力」法律時報82巻8号50頁参照。
（19）贈与説にっいては、河上正二「判例評論」628号判例時報2108号22頁、新井剛「居
　住用借家契約における更新料条項の効力」ジュリ1430号88頁参照。
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は少しも存在せず、強いて意味を見出すとしたら、賃借人（借家人）から
賃貸人（家主）に対する一種の謝金・礼金にすぎないと説く見解も有力で
ある。この立場は、そもそも更新料はその趣旨が不透明であり、賃貸人か
ら半強制された、ヌエ的なもの（法的性質）にすぎないと説く。借家当事
者の力関係、借家更新料の沿革を考えれば、現実的である。この考え方は
更新料条項無効の結論につながりやすい。
　しかし、こうした実直なとらえ方に対しては、理論的ではない、消極的
であり、紛争の合理的な解決につながらない、身も蓋もない、などの苦笑
的な批判が示されてきた。
（カ）複合的性質説（20）
　近年、更新料の趣旨・性質を複合的にとらえる見解が多い。すなわち、
多くの見解は、そもそも、更新料には諸要素が複合されており、その性質
を単独特定的に説明し尽くすことはできない、すべきでないと説く。本判
決が採用したとらえ方でもある。
　この点、前記の学説（賃料補充、中途解約権、空室リスク補填、単なる
贈与など）の多くも、更新料の複合的性質（組み合せの妙はあるが）を否
定していない。したがって、各学説は、単独特定の性質論に固執している
のではなく、むしろ更新料の複合的な性質を当然の前提としたうえで、よ
り個別具体的な性質を浮き彫りにしようと努力した結果であると解するべ
きであろう。
　この「複合的性質論」は、社会事象一般を把握・説明する場合の1つの
正論ではあるが、同時にいつでも難点がつきまとう。それは、本判決に即
していうならば、主題である「更新料は有効か不当か」という二者択一の
命題について、明確には答えられないという点に尽きる。
（20）複合的性質説にっいては、渋川・前掲書（注11）56頁、塩崎勤「最判昭59．4．20の
　判例評論」法曹時報39巻2号370頁、浦野真美子「更新料をめぐる問題」判タ932号
　135頁参照
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（5）小結
　本判決は、更新料の性質について「複合的性質論」を採った。たしかに
契約当事者の様々な事情（合理的意思解釈）からいえば、一面真理であり
妥当なとらえ方だろうと思う。
　しかし、「複合的性質」ととらえる限り、借地借家法の趣旨（または後
述する消費者契約法の趣旨）に照らして、更新料特約（条項）の一般的な
合理性を検討することはできない。複合的性質論は、「更新料は有効か無
効か」の判断を回避するものであり、借地借家法による賃借人保護の趣旨
を「骨抜き」にするものである。（21）事実、本判決は、更新料の有効性を認
め、賃貸人に有利な一般規範を示すこととなったし、その後の同項類似の
「更新料裁判」もすべて賃貸人勝訴（借家人敗訴）である。
　私見としては、当事者の合理的意思解釈のレベルでは、たしかに様々な
性質がありうるが、更新料特約条項の一般的合理性を検討するにあたって
は、一般にどのような性質が当事者意思の実体なのかを推測すべきであ
り、多分に「単なる贈与」（貸借御礼儀礼）的な性質を認めるべきだと思
う。そして、特段の事情がない限り、更新料は、借地借家法30条の趣旨
に反し、賃借人に不利な特約として無効であると解したい。
　今後、そのような結論を十分に説得できるような「価値判断基準」を示
すことができるよう、私自身の研鐙を重ねたいと思う。
3．借地借家法30条との関係
（1）問題の所在
　本件原告（借家人）の主な主張は、「更新料条項は消費者契約法10条に
より無効である」という点にあり、したがって、本判決でも、借地借家法
30条違反に関しては、「本件条項を、借地借家法30条にいう同法第3章第
1節の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものということもできな
（21）　この点を鋭く指摘するものとして、平尾・前掲評釈（注10）36頁、新井剛・前掲
　評釈（注20）88頁参照
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い。」と簡潔に判示するのみである。
　しかし、平成11年に「消費者契約法」が制定されるまでは、更新料特
約条項の有効性は借地借家法上の問題であった。そこで以下、借地借家法
上の「更新料特約」に関する見解の対立状況を整理確認する。（22）
（2）借地借家法30条の意義
　民法上、賃借人に不利な特約を具体的に規制する規定は存在しない。し
かし、借地借家法は、「賃借人に不利な特約を無効とする」旨の規定群を
置いている（借地借家9条、16条、30条、37条）。そこで従来から、更新
料特約にっいては、借地借家法を根拠に、賃借人に不利な特約として無効
と解するべきではないか、との議論がなされてきたのである。
　上記保護規定群のうち、「借家における更新料特約」を規制しうる条文
は法30条である。この法30条は「建物賃貸借の存続保障」に関する特約、
すなわち、建物賃貸借の更新（26条）、解約による建物賃貸借の終了（27
条）、建物賃貸借更新拒絶等の要件（正当事由）（28条）、建物賃貸借の期
間（29条）に関する特約を対象としており、「借家契約における更新料特
約」は、この法26条に関する特約である。（23）
（3）学説・判例の概観
　借地借家法30条のもとでの「更新料特約」について、学説は、およそ
次のように推移してきた。①従来は、更新料特約を一般に無効と解する説
が多かったが（星野、水本）、②合意更新について有効、法定更新につい
て無効と解する説が示され（宮川、木崎）、③その後次第に、法定更新で
も有効と解する立場が多くなった。今日の通説は更新料特約原則有効と解
するようである。
　学説の展開は判例にも影響を与えた。従来の下級審判例は「合意更新の
（22）借地借家法30条と更新料の関係についても文献は多い。とくに、石外・前掲書（注
　11）、木崎・前掲書（注14）参照
（23）　なお、9条は「借地の存続期間」に関する特約、16条は「借地権の効力」に関す
　る特約、37条は「借家権の効力」に関する特約を対象とする。
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場合には有効とするが、法定更新の場合は結論を異にする」という状況で
あったが、その後、少しずつ「更新料は原則として有効」と解する判例が
増えていった。（24）
（ア）無効説（25）
　学説では、当初から、「借家における更新料特約は、借地借家法の趣旨
に照らして、原則無効である」と解する見解がある。その理由は、a）借
家期問は短期なので、更新料に合理性がなく、合意更新されたときでも家
主は更新料請求権を有しない。b）本来、更新料は支払わなくても良い性
質のものなので、借主は更新料支払に合意していても支払を拒むことがで
きるからである。有効説が多くなった最近でも、借家の合意更新の際に支
払われる更新料について、賃貸人が更新の交渉において「ごねどく」した
のが更新料であって、更新条件として認める合理性はないという見解があ
る。（26）
（イ）合意更新＝有効、法定更新一無効説（27）
　その後、合意更新と法定更新とで分けて結論すべきとの見解が登場して
くる。すなわち、合意更新が成立した場合は更新料特約有効だが、協議不
調で更新合意不成立となり、あるいは賃貸人に正当事由が備わらず法定更
新になった場合は更新料特約無効である（法定更新において更新料合意は
違法である）という見解がある。実は、借家に関して論じたものはあまり
見当たらないが、借地に関してはこの見解がその後の判例と有力学説で
あった。（28）
（24）最高裁昭和59年判決（前注14）以後、近年の下級審における更新料肯定判例とし
　て、東京地判平4年9月25日判タ825号258頁、東京地判平5年8月25日判時1502号
　126頁。否定判例として、東京地判平4年1月8日判時1440号107頁、東京地判平9
　年1月28日判タ942号146頁。
（25）更新料無効説（借家）にっいては、星野英一『借地・借家法』495頁（借家にっい
　て）、篠塚昭次『不動産法の常識』（下）81頁、山田卓生『借家の法律相談』増補版
　399頁参照
（26）　甲斐道太郎＝石田喜久夫『借地借家法』231頁
（27）木崎・前掲書（注14）187頁、宮川博史「判批」判タ913号79頁参照
（28）東京地判昭59年6月7日判時1133号94頁
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　賃貸借当事者は更新拒絶の紛争を避けるため、その合意によって更新契
約をなしうるし、賃貸借契約時等にあらかじめ更新料支払特約を定めても
有効であるが、賃借人はかかる特約があっても期間満了時に合意更新とい
う途を選ぶ義務はなく、予定額の支払を拒否し法定更新の途を選ぶことが
できる、つまり、更新料特約は合意更新が成立した場合にのみ効力が生じ
るものであって、法定更新の場合にはその効力を失い、賃借人に更新料の
支払義務はないという見解である。
　合意すれば有効という考え方は基本的に当然である。しかし、全部無効
説と異なるのは、合意して支払った以上、後日の返還請求ができない、家
主は合意の下で受領した更新料は返さなくてよい、ということにある。全
部無効説では、家主から強制された更新料合意は無効であり、原則として
既払いの更新料の返還を請求できると解する。この点が決定的に異なる。
（ウ）限定的に法定更新でも有効説（29）
　法定更新でも更新料特約は効力を有するが、それは賃貸人が更新拒絶の
通知をせず異議も述べないことによって法定更新が生じる場合に限定され
るとの見解もある。すなわち、更新料の性質は、特段の事情がない限り、
原則として当該更新料は更新拒絶権の対価であると解しつつ、法定更新に
至る経過に着目し、賃貸人が更新拒絶の通知をせず異議も述べないことに
よって法定更新が生じる場合には、更新拒絶権等の放棄とみることがで
き、賃貸人の更新料支払の期待は保護に値するが、更新拒絶の通知および
異議があったにもかかわらず訴訟において正当事由の存在が認められず法
定更新が生じた場合には、賃借人は更新料の支払義務を負わないと解する
見解である。
　この見解は、更新拒絶権放棄の対価と解する点、更新に異議を述べた場
合には認めないとする点で、具体的かつ緻密分析的な理屈であるが、技巧
的でもある。このような細かな規範形成（紛争解決基準）が庶民にとって
（29）　広中俊雄＝佐藤岩夫「注釈民法（15）』（借地借家法26条）931頁、佐藤「判批」
　判タ838号49頁
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わかりにくいという難点が残る。
（エ）みなし合意更新有効説（30）
　さらに、法定更新の場合に（慣習に基づき）更新料支払義務を賃借人に
認めることはできないが、更新料の支払約束がなされることによって更新
するときは、たとえ客観的には賃貸人側に正当事由が具備しておらず法定
更新となりうる場合であっても、その更新は合意更新に他ならないと解す
る見解がある。この見解は技巧的であり、私にとって、理解が難しいのだ
が、法定更新事案の裁判例に関し、「更新料支払の約東をして更新する場
合はすべて合意更新によるものと解すべきであろう」としており、形式的
には法定更新であるが、更新料特約が存在している場合には合意更新とみ
なして問題を処理しよう（更新料の額が未確定でも賃貸人に更新料請求権
を認めよう）という説である。したがって、論理は別として、実際上は上
記の「限定的法定更新有効説」に帰着するのだろう。
（オ）有効説（31）
　近年では、更新料特約の効力は合意更新の場合はもちろん、法定更新の
場合にも有効に及ぶとする学説が次第に多くなってきた。その理由は、容
易に推測できることだが、（a）更新料の支払いは更新自体とは別次元の
ことであって、当事者の合意を根拠に、更新料支払を法定更新の場合に
も賃借人に義務づけることができる。（b）更新料の根拠を契約自由の原
則の見地から当事者間の合意に見い出し、賃貸人としては法定更新の場合
にも約定更新料の支払を期待しており、この期待には合理性がある。（c）
賃借人が一旦は更新料支払の合意しておきながら、法定更新を選択するこ
とにより更新料支払義務を免れることは、契約当事者問の公平に反する、
などが唱えられている。
（30）　みなし合意更新有効説については、梶村太一「借地借家契約における更新料をめ
　ぐる諸問題（下）」判タ342号60頁。太田武聖「更新料」判タ695号29頁参照
（31）有効説としては、新田・前掲判例評論（注12）121頁、その展開については澤野
　順彦「更新料特約および敷引特約の効力」NBL913号16頁参照
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（4）小結
　近年、都市部を中心に、借家の「更新料特約」が多く見受けられる。し
かし、だからといって、更新料特約に法的合理性があるかどうかは別問題
である。新しい借地借家法制定の際に、更新料などの一時金に関する規定
を設ける必要性が問題提起されたが、当事者間の利害調整が難しく、賃借
人団体が更新料合法化の不利益を懸念し、立法化が実現しなかった。
　私見としては、更新料特約は、借地借家法30条の趣旨に照らし、原則
無効と解したい。また、判例・通説に従い、更新料特約を原則有効と解す
るとしても、なお「賃借人に不利なと特約」という一面が残る以上、例外
として無効となる場合がいくらもありうる。また、信頼関係法理、信義
則、借地借家法の法意、消費者契約法10条の精神などに照らして、特約
の効力を制限すべき場合もありうる。今後、判例・通説の立場としても、
そうした特約が制限される場合、無効となる場合について、要件を個別に
示していくべきだと思う。
4．消費者契約法10条との関係
（1）問題の所在
　借地借家法30条のもとでは、更新料特約（条項）は合意更新と法定更新
を問わず、原則有効とする学説が有力であり、それに即した判例も形成さ
れつつあった。そこで、今回の一連の「更新料裁判」では、原告弁護団の
統一方針により、借地借家法30条ではなく、消費者契約法10条（以下「法
10条」と略す）を争点（法的根拠）とした。
　しかし、法10条を解釈し具体事例に適用するにあたっては、悩ましく
難しい問題が山積している。すなわち、①民法上の信義則や公序良俗と同
じく、一・般条項であること、②借地借家法に比べて、新しく制定された特
別法であること、③対立する当事者（事業者と消費者）の利益調整に苦慮
し、立法経緯が複雑であり立法趣旨が不分明であること、④法10条に関
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する判例が少ない、などである。そうした立法評価が難しい、具体的な判
断が難しいという状況のなかで、ともかくも本判決は、法10条の要件を
検討し、法10条の適用を否定し、更新料有効との結論を導いたのである。
　そこで、本稿（本節）では、まず、法10条の意義と制定経緯、その正
当性の根拠を確認する。そのうえで、次節を用意して、法10条の要件論
を展開し、本件に即して具体的に「更新料条項の有効性」を検討する。
（2）消費者契約法の意義（32）
　消費者と事業者では「情報力・交渉力」に大きな格差があり、どうして
も事業者に有利な契約が締結されてしまう傾向にある。そこで、わが国で
も、消費者の利益を保護するために、ようやく「消費者契約法」が制定さ
れ今日に至っている（平成13年4月施行）。
　この消費者契約法は、すべての消費者契約（労働契約を除く）を対象に、
契約を取消すことができる場合、無効を主張することができる場合を具体
的に規定している（全12か条）。
　ちなみに、この法律を根拠に不当条項を取り消すことができるのは、契
約の重要事項につき、事業者側の不適切な勧誘により、消費者が不本意な
契約をした場合である。たとえば、詐欺的商法（a．不実告知、b．断定
的判断の提供、c．不利益の不告知）、押売的商法（a．不退去、b．監禁）
が規定されている（4条～7条）。
　また、無効を主張することができるのは、「消費者にとって一方的に不
利な特約」であり、たとえば、消費者の権利を不当に制限する契約、消費
者の損害賠償額を予定する特約、事業者の損害賠償責任を免除する特約で
ある（8、9条）。それに加えて、一般的な無効原因を規定した（10条）。
（32）消費者契約法にっいては、平成23年度の私法学会のシンポジウム「消費者契約法
　の10年」（基調報告：松本恒夫、角田美穂子、後藤巻則、山本豊、大澤彩、笠井正
　俊、司会：落合誠一）で、貴重な研究報告・意見交換が重ねられた。その概要は「私
　法」74号、およびNBL959号参照。
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（3）法10条の制定経緯（33）
　法10条は、他の同種の消費者保護法案とも同じく、消費者の利益と事
業者の思惑が対立し、当初からの予想どおりの難産であり、法案成立に至
るまで幾多の紆余曲折がみられた。
　第15次国民生活審議会答申では、当初、消費者契約の適正化のための
「具体的かつ包括的な民事ルール」の立法化の必要性が指摘された。そし
て、EC指令を参考にして、一般原則である「信義則」の具体化したもの
を解釈基準として取り込むことが考えられていた。要するに、当初は「信
義則の要請に反する、消費者に不当に不利益をもたらすような、契約条項
を無効とする」とするシンプルな一般規定を置く予定であった。
　しかし、「信義則」を置くと、法的予測可能性に乏しいとの批判があっ
た。その実は、業界サイドに、一般規定が消費者保護のために広く解釈さ
れすぎるのではという懸念が広がったようである。そこで、第17次国民
生活審議会報告（平成11年12月）では、8項目の不当条項リストと、そ
れ以外に「消費者の正当な利益を著しく害する条項」という文言にして、
「信義誠実」という文言は盛り込まないという案を示した。
　しかし、結局、最終的な条文化の段階で「信義誠実」の文言が復活し、
現行法のような“混み入った、難しい”表現に手直しされて、法案が国会
に送られた。そして、国会では、業界利益代弁と消費者利益擁護論の対立
が暗躍（裏舞台でのやりとり）したものの、法文案についてはさほどの関
心が示されず、原案法文がそのまま認められてしまった。こうして、きわ
めて難解な法文が、専門的なチェックを経ないまま、ほぼ原案のまま成立
したのである。いっものことながら、国会の不勉強・怠慢のゆえの不分明
（33）消費者契約法10条との関係にっいては、山本豊「消費者契約法10条の生成と展開」
　NBL959号10頁以下参照。その他、島川勝「敷金・更新料にっいての最近の最高裁
　判決と消費者契約法10条」法時84．2．107頁以下、大澤彩「建物賃貸借契約における
　更新料特約の規制法理」NBL931号、932号が詳しい。
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な立法という状況が拭えない。（34）
（4）法10条の正当化根拠
　上述のように、消費者契約法は、立法審議の過程で趣旨不分明、内容の
曖昧さを残したことにより、その後、立法の真の目的はなにか、立法を正
当化する根拠はなにか、などが議論された。その結果、すでに貴重な議論
が積み重ねられてきているが、必ずしも共通理解が形成されているとはい
えないように思う（私自身が通説的理解に追いついていないだけかも知れ
ないが）。
　ここで問題とするのは、消費者契約法の正当化根拠に関して、「消費者
契約法は、民法（信義則）の範疇とは別に、絶対的な消費者保護を図ろう
とする趣旨か否か」である。換言すれば、消費者契約法上の信義則判断だ
けで具体紛争を解決できるのか、それとも、民法上の信義則判断と連動さ
せて判断せざるをえないのかである。
　考え方は二分される。1つは「消費者保護の徹底」との考え方（規範創
造説）である。（35）すなわち、消費者契約法（10条）が消費者契約の内容を
規制しうる正当性は、1条が消費者は事業者との関係で「情報の質量、交
渉力」において劣位にあると認めているのだから、「情報・交渉力の格差」
を基準とすればよく、それ以外の判断基準は無用であると説く。したがっ
て、価格等の中心条項であれ、個別交渉条項であれ、個別交渉された価格
合意ですら、消費者契約法上の信義則に違反する場合には、消費者の利益
を保護するために特約条項を無効とすることができる。それが法10条の
趣旨であると説く。この立場は、事業者と消費者が締結した消費者契約で
は、私的自治の原則や契約自由の原則を全面後退させてよいという価値判
断にっながる。消費者契約法は、「情報・交渉力の格差」を問題とするこ
（34）立法段階の経緯にっいても多数の貴重な文献がある。潮見佳男「不当条項の内容
　規制」別冊NBL54号115頁、山本敬三「消費者契約立法と不当条項規制」NBL686号
　14頁以下、沖野眞巳「消費者契約法（仮称）の一検討」NBL652号6頁以下。
（35）創造説については、山本敬三・前掲注34NBL636号14頁。同「消費者契約法の意
　義と民法の課題」民商法雑誌123巻4・5号505頁。
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とによって、従来、民法や借地借家法では無効とすることが難しかった特
約（不当条項）を無効とすることができるという点に意義を見出すもので
ある。
　2っは、立法の経緯から推して、「消費者保護は徹底していない」（規範
確認説）との考え方である。（36）すなわち、当事者間に情報・交渉力の格差
がある「消費者契約」というだけで法的規制が正当化されるのではなく、
それとは別の規制理由が必要であると解する。消費者契約法による規制法
理は、より一一般的な規制法理（民法上の信義則や公序良俗）の一適用場面
を立法化したものにすぎない。正当化の根拠は民法の一般原則にあると説
く。換言すれば、法10条は、従来、民法上の無効を十分に説得できなかっ
た問題について、「情報・交渉力の格差」を持ち込むことで、違法行為者
の主観的要件を緩和したにすぎない。法10条は、構造的格差のある事業
者と消費者に限定しての、一般原則の判断基準である。
　学説上、10条の解釈論としては、後者（規範確認説）が多数意見であり、
本判決もこの立場に従ったというべきである。（37）
（5）憲法29条1項との関係
（ア）法10条の正当化に関連して、憲法29条（財産権の保障）との関係
が問題となる。本件訴訟でも、被告（家主）は、消費者契約法の適用判断
を仰ぐ前に、「消費者契約法10条は、著しく明確性を欠く上に、その規制
内容も立法目的達成のための手段として合理性を欠くものであり、基本的
人権である経済的自由権（憲法29条1項）を侵害するものである」旨を
主張した（上告理由第一）。
　これに対し、本判決は、憲法29条適合性にっいて、先例を引用しっ
っ、「規制の内容、必要性、内容、その規制によって制限される財産権の
種類、性質及び制限の程度等を比較衡量して判断すべきものであり」「消
（36）確認説については、消費者庁『逐条解説　消費者契約法』第二版222頁、山本豊・
　前掲注33NBL959号14頁。
（37）　山本豊・前掲注33NBL959号18頁。
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費者契約法10条が憲法29条に違反しないことはその趣旨に徴して明らか
である」と判示した。これまでに、消費者契約法9条1号は憲法29条に
違反しないとした先例はあるが、消費者契約法10条の憲法適合性にっい
て判断したのは本判決が初めてである。（38）
（イ）本判決が引用した先例は次の2つの事案判決である。1っは「短期
売買利益返還請求事件」である。（39）この事案は、被上告人X（東京証券取
引所第2部に株式が上場されている会社）が上告人Y（Xの主要株主）に
対し、証券取引法164条1項に基づき、X発行の株式の短期売買取引によ
る利益の提供を求めたものである。最高裁は、「上場会社等の役員又は主
要株主がその職務又は地位により取得した秘密を不当に利用したこと又は
一般投資家に損害が発生したことは、同法164条1項適用の要件ではない
とし、同項は憲法29条に違反しないと判断したことは、正当として是認
することができる」として、上告を棄却した。
　2つは、「不当利得返還請求事件」（学納金返還訴訟）である。（40）最高裁
は、この有名な訴訟において、財産権に対する規制が憲法29条2項にい
う公共の福祉に適合するものとして是認されるべきものであるかどうか
は、「規制の目的、必要性、内容、その規制によって制限される財産権の
種類、性質及び制限の程度等を比較考量して判断すべきものである」と判
じた。本判決はこの先例2つを引用した。
（ウ）本判決の判断（憲法適合性）は妥当であろう。憲法上、経済的自由
権は、確かに基本的人権における自由権の一つであり、財産権の保障（憲
法29条1項）は、その代表的な権利・制度である。しかし、憲法学上、
経済的自由は、精神的自由（表現の自由等）に比べ、その重要度は劣ると
（38）　この点を指摘する本件判例解説として、森富義明（最高裁判所調査官）「判例特報」
　判時2135号39頁、「時の判例」ジュリ1441号（2012．5）106頁。
（39）最大判平成14年2月13日民集56巻2号331頁
（40）　学納金返還訴訟（最二判平成18年11月27日）最高裁判所裁判集民事222号275頁、
　判例時報1958号61頁、判例タイムズ1232号82頁。
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解されている。
　公権力が基本的人権に法的規制を加えようとする場合、その合憲性につ
いては、精神的自由が厳格な審査を要するのに対し、経済的自由には、広
い立法裁量、行政裁量が認められ、より緩やかな審査で足りると解されて
いる（いわゆる「二重の基準」論）。また、経済的自由が不当に侵害され
た場合は、精神的自由が保障されている限り、自由に公権力に「異議を申
し立てる」ことで、権利の回復を図ることができる。さらに、経済取引の
規制については、国民の代表が組織する国会・内閣が、高度の専門性に基
づいて、その時その時の社会情勢に応じた判断を下すべきものであって、
積極的に司法判断すべき分野ではないと解されている（いわゆる「自由裁
量」論）からである。（41）
5．消費者契約法10条と更新料の有効性
　さて、節を変えて、本論に移る。「消費者契約法10条のもとで、本件更
新料条項の有効性をどう判断するか」である。
（1）問題の所在
　消費者契約法10条は、法文上、「①民法、商法その他の法律の公の秩序
に関しない規定の適用による場合に比し、消費者の権利を制限し、又は消
費者の義務を加重する消費者契約の条項であって、②民法1条2項に規定
する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とす
る」と規定している。
　法10条は、上記の法文①と②の2っで構成されている。このうち、法
文①を前段要件といい、②を後段要件という。①の前段要件は、任意規定
と比べての不当条項性を問題としており、また、②の後段要件は、信義則
違反としての不当条項性を問題としている。
　ともあれ、法10条は、この2っの要件のもとで、「不当条項」（本件に
（41）　本稿では通説的な憲法解釈を確認したにすぎない。芦部信喜『憲法（第5版）』
　103頁参照。
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即していえば、更新料特約条項）の有効性が判断されることになる。しか
し、すでに前述したように、消費者契約法自体の法文および制定経緯の曖
昧さがあって、その判断はなかなかに難しい。事実、今回の一連の「更新
料裁判」においては、有力な学者からの鑑定意見が出されたが、その意見
も有効説と無効説とが鋭く対立した。（42）
（2）前段要件の適用
　法10条の前段要件に関しては、どのような「不当条項」を規制対象と
するのかが問題となる。具体的にいえば、①法文上、r任意規定」には、
明文の規定だけでなく、慣習や特約、一般法理なども含まれるのか。②契
約の派生条項（付随条項）だけでなく、契約の中心条項にまでも適用され
るのか、が問題となる。
（ア）法10条にいう「任意規定」とはなにか
　もし明文規定に限ると解するならば、更新料特約に関する明文規定は存
在しないので、そもそも法10条の適用問題は生じない。したがって、本
件更新料特約は「消費者契約」とはいわないことを意味する。
　この点、明文規定に限るとする見解もある。（43）しかし多くは「明文の規
定にかぎらず、判例などで一・般に認められた不文の任意規定も含むと解し
ている。（44）本判決も、「不文法も含む」という後者の見解を採り、本件更
新料特約条項は、消費者である賃借人の義務を加重するものにあたり、消
費者契約の範疇にあると解した。
（イ）法10条は「中心条項」に適用されるのか
　次に、付随条項・派生的条項だけでなく、契約の中心条項（契約の内容
や対価に関する特約）も、法10条の規制対象になるか。この点も、従来
から「適用否定説」と「適用肯定説」に分かれて論じられている。
（42）本件訴訟では、無効説（賃借人）の立場から、潮見佳男教授、前田達明教授、原
　田剛教授3名からの意見書が出され、有効説（賃貸人）の立場から、山本豊教授、
　加藤雅信教授、落合誠一教授3名の意見書が提出された。
（43）　松本恒夫「規制緩和時代と消費者契約法」法学セミナー549号7頁
（44）　山本豊「消費者契約法（3・完）」法学教室243号62頁。
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　中心条項「適用否定説」とは、契約の主たる給付内容を定める条項およ
び価格を定める条項は、不当条項の効力規制規定の適用範囲から除外すべ
きと説く立場である。（45）第16次国民生活審議会の中間報告「消費者契約法
（仮称）の具体的内容について」においても、契約条項の明確化を重視し
た上で、「契約条項は、常に明確かつ平易な言葉で表現されなければなら
ない」、「契約の主要な目的及び提供される物品又は役務の価格若しくは対
価とその反対給付たる物品又は役務との均衡性については、不当条項の評
価の対象としない」とされていた。
　他方、中心条項「適用肯定説」とは、事業者と消費者の問には情報・交
渉力の点で構造的な格差があり、契約の主要な目的や対価について消費者
が事業者と対等な決定ができないので、消費者契約の中心部分についても
内容規制することができると説く立場である。（46）その理由は、①中心的な
給付条項、価格条項と付随的な条項とを区別することは難しいこと、②対
価にっいて内容規制を不要とするためには、給付・対価部分について消費
者が合理的に判断できるだけの基盤が契約準備交渉・締結段階で整備され
ていなければならないこと、③市場において競争メカニズムが完全に機能
していること、④十分に情報提供され、かつ、給付・対価にっいて理解し
たとしても、仮に消費者の合理的な選択・決定が期待できないのであれ
ば、給付・対価部分への介入を許すことが必要かつ適切であること、など
が挙げられている。
（ウ）本判決の考え方
　本判決は、前段要件について、法文上の「任意規定」には、明文規定の
みならず、一般的な法理等も含まれると解したうえで、更新料条項も消費
者契約（特約）に含まれ、法文にいう「賃借人の義務を加重する特約」に
該当すると判示した。しかし、中心条項については、「適用否定説」に従っ
（45）　前掲注44のほか、落合誠一『消費者契約法』152頁
（46）潮見佳男編著『消費者契約法・金融商品販売法と金融う取引』（経済法令研究会）
　85頁（松岡久和執筆）
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ていると思われるが、本判決では、この点を直接判断していない。いずれ
にしても、更新料条項は「付随的な特約にすぎない」と解するべきである
から、最高裁が法10条の前段要件の適用を認めたのは妥当である。
（3）後段要件の適用
　本判決は、法10条の前段要件適用を認めたが、前段要件だけで不当条
項性の結論を急ごうとする趣旨ではない。前段要件だけで、後段要件を推
定する（無効を判断する）わけではなく、前段要件とは別に、後段要件（信
義則違反）の当否を問題としている。
（ア）後段要件の判断基準
　後段要件に関して問題となるのは、法文にいう「信義則に反して、消費
者の利益を一方的に害するもの」の判断基準はなにかである。一般条項ゆ
えの解釈運用の難しさがある。
　この点、学説上は、従来から、「当該契約締結当時を基準とし、その時
点までの一切の事情、具体的には当事者情報、交渉力格差の程度、状況、
当該条項の明確性、了知の機会などが考慮されるべきである」という説が
有力に主張されていた。（47）
　本判決も、有力説に従って、①消費者契約法の趣旨、目的（同法1条参
照）に照らし、②当該条項の性質、③契約が成立するに至った経緯、④消
費者と事業者との間に存する情報の質及び量並びに交渉力の格差、⑤その
他諸般の事情を総合考量して判断されるべきであるとしている。
　この判断基準は、民法上の一般原則である「信義則」や「公序良俗」と
も同様、いわゆる「総合判断説」である。有力説および本判決が「総合判
断説」を採る背景には、法10条の趣旨理解（法10条は、絶対的な消費者
保護法理ではなく、民法上の規制法理を消費者契約の場面で個別具体化す
るものにすぎない）がある。さらに、もう1つ、更新料条項の性質理解も
影響を与えているようである。
（47）　落合誠一『消費者契約法』151頁
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　すなわち、更新料条項は本来「付随条項」であるが、いくらかでも対価・
給付に関係する要素があるので（これを中間条項性という）、法10条の要件
を判断するにあたり、条項内容に関する基準のほか、手続的な要素を含む
多様な基準も考慮に入れる必要があると解するのである。（48）；の点、契約自
由、合意の効力を重視する賃貸人に有利な論法ではあるが、契約合意はどう
制限されるべきかという一般命題として、実に悩ましく難しいテーマにちが
いない。
（イ）情報・交渉力の格差
　ともあれ、上記の判断基準のうち、もっとも基本となるは「当事者問の
情報・交渉力の格差」であろう。この「情報・交渉力の格差」を判断する
細則について具体的に付言するならば、当該不当条項について、①消費者
に対する説明が質・量ともに十分だったか、②消費者が自由に真意（最終
判断）を形成したか、③業者が交渉力を駆使して、消費者を煽ったのでは
ないか（たとえば、低い対価（代金、賃料）を示して取引を誘引すること）
などが評価根拠事実になりうる。
　この点、従来の下級審判例においては、消費者の個人的事情に着目して
「情報力・交渉力の格差がない」と判じる例は少ない。（49）たとえば、賃借
人が法的能力を十分に備えていたと認定しつつも、多忙のために他の物件
との十分な比較検討をしないで短期間で物件を決定したことを認定して、
「情報力・交渉力の格差がある」ことを肯定している。（50）
（ウ）説明のしかた、了知の機会
　また、条項内容以外の判断要素として、賃貸人の「説明のしかた」ないし
賃借人の「了知の状況」についても、判断の難しい見解の対立がある。すな
わち、更新料の効力肯定派は、更新料特約条項の「存在」や「金額」の説明
（48）　中問条項性の理解については、広瀬久和「内容規制の諸問題」私法54号44頁、山
　本豊・前掲注33NBL959号23頁
（49）梶山太一一高島諒「建物賃貸借契約における更新料条項を巡る裁判例の諸相」判
　タ1346号47頁以下。後藤巻則「新・判例解説watch」（法学セミナー増刊）85頁。
（50）大阪高判平成22．5．27（更新料条項を無効と判じたもの）
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で足りると主張するのに対し、更新料の効力否定派は、特約条項の存在や
金額についての説明だけではなく、更新料特約の「法的性質・趣旨」にっい
ての「具体的かつ明確な説明」が必要であると主張する。また、効力否定派
は、「法定更新の場合には対価を支払うことなく更新できる」という借地借
家法の原則について、賃借人が了知していたかも問題にしようとする。（51）
　この「賃貸人の説明義務」の程度については、敷引特約の有効性に関す
る最高裁判決では、敷引金の金額および返還されないことが明記されてい
れば、敷引金の額が賃料の額等に照らし高額に過ぎるなどの事情がない限
り、敷引特約の有効性を認めることができると判示した。（52）この敷引有効
判決の考え方が本判決にも影響を与えている。
（4）本件更新料へのあてはめ
　さて、本件更新料条項は、法10条の後段要件を満たして「無効」と解
するべきか、それとも後段要件に該当せず「有効」と解するべきか。
（ア）当事者の主張
　原告（借家人）側の主張は、①更新料条項には合理性がないとしたうえ
で、②趣旨不明瞭な金員を支払わせるのは不当であるとし、③不動産賃貸
借契約においては、「情報と交渉力の双方において賃貸人と賃借人には格
差があり」、「更新料の法的性質についての説明が不十分である」ことか
ら、法10条後段に該当し、更新料条項は無効であると主張した。
　他方、被告（家主）側の主張（上告理由）は、①更新料条項の内容の合
理性を肯定したうえで、②家賃1、2か月分程度の更新料では不当とは
いえず、③契約書に更新料にっいて明確に記載されているなど、賃借人も
特約の存在自体を十分に認識して賃貸契約を締結したことを根拠として、
（51）　説明義務の内容・程度に関する裁判例の分析にっいては、大澤・前掲注11
　NBL931号24頁参照
（52）敷引有効判決（最判平23・3・24、最判平23・7・12）の評釈は多いが、とくに
　澤野順彦「賃貸マンションの敷引特約の効力」NBL952号10頁、丸山絵美子「消費
　者契約である建物賃貸借契約における敷引特約の効力」ジュリ1440号64頁、山本豊
　「借家の敷引条項に関する最高裁判決を読み解く」NBL954号13頁、武藤貴明「時の
　判例」ジュリ1441号106頁参照
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法10条後段に該当せず、更新料条項は有効であると主張した。
　両者の主張は、①情報・交渉力の格差、②説明義務の程度、③更新料条
項の認識度の点で異なっていた。
（イ）本判決の考え方
　本判決は、対立する当事者の主張をとおして法10条の適用（信義則性）
を判断するにあたり、（a）更新料は、一般に、賃料の補充ないし前払、
賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む「複合的な性質」を有し、
更新料の支払にはおよそ経済的合理性がないとはいえない。（b）一定の
地域において、期間満了の際、賃借人が賃貸人に対し「更新料の支払をす
る例」が少なからず存することは公知である。（c）従前、裁判上の和解
手続等においても、更新料条項は公序良俗に反するなどとして当然に「無
効とする取扱い」がされてこなかった、という4点を示したうえで、この
ような事情を勘案すれば、（d）更新料条項が明確に合意されている場合
には、賃借人と賃貸人との間に、更新料条項に関する情報の質量および交
渉力にっいて、看過し得ないほどの格差が存するとみることはできない。
（e）結論として、賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載された更新料
条項は、更新料の額が賃料の額、賃貸借契約が更新される期問等に照らし
高額に過ぎるなどの特段の事情がない限り、消費者契約法10条にいう「民
法第1条第2項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害す
るもの」には当たらないと判示した。
　総じて、本判決は、更新料条項と消費者契約法10条の関係にっいて、
前段要件には該当するが、後段要件については諸般の事情を総合的に斜酌
すれば該当せず、結果として、特段の事情のない限り、本件更新料支払条
項は有効であると判断したのである。
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6、本判決の評価と課題
（1）本判決の射程一有効な更新料の具体基準
　本判決は、更新料条項の原則有効を認めることで、不動産賃貸実務の混
乱を防ぎ、賃貸人（実主）側に多大の安心感を与えた。不動産賃貸実務の
安定化という点では、有用な判決であった。実務の立場からみて、本判決
によって得られた具体的な規範は次のようである。
（ア）更新料特約の条項化
　まず、有効な更新料特約といえるためには、「賃貸借契約書に一義的か
っ具体的に記載された更新料条項」でなければならない。すなわち、賃貸
人が賃借人に対し更新料支払を請求するには、明確な合意に基づく、成文
の条項を締結しておく必要がある。明確な合意書面がない場合は、たとえ
賃貸人が更新料合意の事実を立証したとしても、その支払を裁判所に請求
することはできない。
（イ）更新料額の相当性（借家期間1年で、2か月分の更新料）
　次に、更新料授受の明確な合意書面があれば、具体的に「借家期問1年
で2か月分の更新料を授受する特約」は有効である。今回の3事案に即し
ていえば、a）礼金6万円、月額家賃4万5000円で、更新料1年ごとに
10万円徴収、b）月額家賃3万8000円、更新料1年ごと7万6000円徴収、
c）礼金が賃料の4カ月分、月額賃料5万2000円、共益費2000円、更新
料を1年ごとに旧賃料の2か月分徴収、のいずれも原則有効と解されたこ
とになる。したがって、関東で半ば慣行化している「2年更新、更新料1
～2か月分」という特約も原則有効と解されよう。なお、本判決にいう「高
すぎる金額」とは、当面不分明である。
（ウ）特段の事情があれば無効
　本判決は、「特段の事情」があれば、更新料特約は無効となる余地を残
した。本判決は、この「特段の事情」の具体例として、「更新料の額が賃
料の額、賃貸借契約が更新される期間等に照らし、高額に過ぎる」との
建物賃貸借における更新料条項の有効性（石川）103
例示をしたが、消費者契約法10条の総合的な判断基準から推測するなら
ば、たとえば、（1）更新料についての説明が十分でない、（2）更新料に
っいて、賃借人の負担（不公平）が強い。（3）賃貸借契約書のなかに、
更新料条項のほかにも、賃借人に不利な条項が盛り込まれているなどの場
合にも、「特段の事情があるもの」として、更新料特約が無効となる余地
がある。
（エ）実務の心がけ
　したがって今後、賃貸人は、更新料条項締結に際して、次のような対応
を心がけるべきである。①契約書に具体的な更新料条項を置くこと。②契
約前に更新料があることを明確にして賃借人を募ること。③重要事項説明
書にも更新料条項を明記すること。④なお、重要事項説明書以外にも、更
新料についての明確な説明書（たとえば「更新料を含むまやす賃料表」の
公表）も一案であろう。（53）
（2）本判決に対する批判一論証の不十分さ
（ア）更新料特約の現状把握
　本判決は、解釈論的にみれば多くの疑問があり、本判決の結論には反対
である。判決の論旨に即していえば、①更新料の性質にっいては、「複合
的性質論」を採ったが、とくに「贈与的性質」を重視すべきだったのでは
ないか。②更新料の公知化（慣行化）については、その是非が問われたと
ころであり、最高裁がその評価を避けたことは遺憾である。③更新料条項
の信義則性（公序良俗性）については、本件更新料条項がどのように締結
されたのかという現実を確認しないまま、単に過去の裁判実務の扱いに根
拠を求めたことは、論証不十分で説得力を欠いている。④とくに本件に
おいて、更新料に関する「賃貸人側の説明」状況、「賃借人側の了知」状
況はどうだったのか、その事実認定も法的評価も十分になされていない。
従来の下級審判例を分析すると、更新料に対する「当事者の認識・理解」
（53）　日本賃貸住宅管理協会（日管協）は「めやす賃料」（更新料、礼金、敷金などの賃
　借コストを含めた実際の月額賃料）の表示を奨励している。
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にかかわる評価のちがいが、裁判所の結論を左右しているとの指摘もあ
る。（54）そのような状況にあって、本判決は‘‘肩すかし”の感が否めない。
（イ）下級審判例との関係
　従来の下級審判例によれば、更新料の趣旨や法的性質について、賃貸人
が十分に説明していないことを理由に、法10条後段要件への該当性を肯
定し無効とするものが多く、逆に、更新料条項の存在およびその金額につ
いて説明しただけの事実で、10条後段要件該当性を否定し有効とした例
は少ないといわれている。（55）最高裁がそうした下級審の判断基準を覆すの
であれば、もう少し細かな判決を示すべきであったろう。「国民に身近な」
司法制度改革の必要性が説かれるなかで、こうした論証不十分な最高裁判
決は残念である。
（ウ）民法と消費者契約法の関係
　本判決は、民法と消費者契約法10条の関係にも十分には言及していな
い。本判決に先行した「敷引金有効判決」とも共通するが、契約の対価に
関する中心条項（対価の相当性）には極力介入しないという最高裁の謙抑
的な態度が本判決にも影響を与えたようである。このような解釈態度は、
消費者契約法に依拠することなく、直接に民法（暴利行為論）で対応しよ
うとするのとほとんど変わらない。本判決の解釈態度は、消費者契約法の
「真の立法趣旨」に反するのではないだろうか。（56）
（3）本判決の課題一今後予想される紛争
（ア）法10条違反の効果一一部無効か全部無効か
　本判決によれば、更新料条項は原則有効ではあるが、「特段の事情があ
る場合」には法10条に抵触して無効と判断されることもありうる。では、
その場合、抵触部分だけが一部無効になるのか、当該条項が全部無効にな
（54）　笠井修「更新料特約と消費者契約法10条」現代消費者法6号115頁
（55）説明不十分を理由に更新料無効と判断した判例としては、別件「A事件」（大阪高
　判平成21年8月27日）がその代表である。
（56）後藤・前掲注49（法学セミナー増刊）85頁参照
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るかという問題がある。
　この点、学説は、無効に関する一般法理の問題として議論しており、結
論は、a）「一部無効」を原則とすべしとの見解、（57）b）制裁的観点を重
視して「全部無効」とすべしとの見解（58）に分かれる。近時の民法改正の
議論の中では、一部無効を原則としながらも、全部無効となる場合を明文
化する案が検討されている。（59）本判決により、更新料条項は原則有効なの
であるから、一部無効と解するのが道理であろうが、民法改正との関係で
も、今後の検討ないし判例学説の蓄積が望まれる。
　もっとも、消費者契約法10条をめぐる裁判例では、一部無効か全部無
効か、すなわち、条項の一部が法10条に抵触するとして、当該抵触部分
だけが無効なのか、抵触しない部分も含めて条項全体が無効なのか、が決
定的に争われた事例はまだ現れていない。なお、法9条1号では、一部無
効を明文規定しており、一連の「学納金返還訴訟」では、当該学納金が入
学金なのか授業料等なのか、入学辞退時期がいつであったのか、入学式欠
席条項があるか等に応じて、一部無効の判断がなされた。（60）消費者契約法
10条をめぐる更新料の有効性判断にも影響を与えることであろう。
（イ）説明不足の場合の効果一特約無効か、特約不成立か
　更新料についての説明が不十分な場合には、法10条の後段要件が適用
され、無効（一部無効または全部無効）と扱われる可能性があるとともに、
そもそも「更新料の合意」自体が成立せず、不成立ゆえに無効（全部無効）
と解される余地もある。要件としては、借家人が契約締結当時に約款条項
の内容を知らず、かつ、適切な仕方で知らされなかった場合で、その内容
（57）　山本豊『不当条項規制と自己責任・契約正義』有斐閣（1979）138頁以下参照。
　安永正昭「保険契約の解釈と約款規制」商事法務1330号（1993）25頁以下
（58）　山本敬三「不当条項に対する内容規制とその効果」民研507号（1999）20頁以下。
　河上正二『約款規制の法理』（有斐閣、1988）374頁以下参照
（59）　民法改正中間試案第1（公序良俗）では「暴利行為」を一律無効とする案、第5（法
　律行為の一部無効）では、「当事者悪意の場合は、全部無効とする」但し書き案が提
　起されている。
（60）　学納金返還訴訟（最判平成18年11月27日）特集NBL849号参照
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が契約の借家人にとって一般的に有する合理的期待に反するときは、当該
条項にっいては「意思の合致がない」と解され、更新料特約が無効になる
ということである。
（ウ）更新料不払の場合一契約解除の可否
　さらに、更新料合意のプロセスに問題がなく有効で、かつ、契約更新の
条件になっていることが明確である場合、賃借人には更新料不払義務が生
じ、その不払いは債務不履行となるが、その場合、賃貸人には、更新料の
支払請求権が認められるほか、賃貸借契約全体の解除が認められる余地も
ある。（61）その場合、更新契約も遡及的に無効となる。もちろん、いっでも
解除が認められるわけではなく、その不払いが「当事者の信頼関係を破壊
する程度に達していると認められるとき」に限って、契約全体の解除が認
められるにすぎない。
（エ）中途解約の場合一既払い更新料の返還請求
　賃借人が更新料特約に基づき、更新料を支払った後、更新後の賃貸借を
中途解約した場合の効果はどうか。とくに、既払いの更新料は戻されるべ
き性質のものだろうか。更新料の正当性を「合意」（合理的意思）に求め
るならば、合意に基づいて支払った以上、中途解約しても戻らないのだろ
う。しかし、特約条項の正当性根拠を「客観的合理性」に求めるならば、
中途解約の事実に基づいて、期間の利益を失った賃借人の損失分（差額分）
を不当利得として調整するべきであろう。本判決の趣旨（更新料の複合的
性質）からすれば、更新料は戻らないと解されるのだろうが、今後の課題
である。
lV．おわりに　～更新料はどう展開するか
（1）本判決は、「更新料条項の有効性」を認めて、賃貸人（大家）側の
（61）更新料不払いを理由とする判例としては、最判昭59．4．20民集38－6－610を参照。そ
　の他、信頼関係法理一般の適用問題である。
建物賃貸借における更新料条項の有効性（石川）107
利益を擁護する価値判断を示した。
　現実社会には、そうした賃貸人に対する配慮を要する事情が存在するこ
とは分かる。国家（政府）は公共住宅政策を積極的に推進しようとせず、
それに代わって貸家を提供している不動産業者の一群、零細な資本で貸家
経営に従事し些細な家賃収入で暮らす高齢者たちがいる。彼ら貸家経営者
は、人口減少の時代に、借家供給過多の状況のもとで、家賃の値下げ競争
にさらされている。今後の景気低迷の影響も加わり、ますます賃料の下落
に拍車がかかることも予測される。（62）また、貸家経営者としては、流行の
バリアフリー化や不可欠な耐震化など、社会（借主側）の二一ズに応えて
いくために設備改善を余儀なくされることもある。
　貸主にとって、実質賃料以外の一時金収入（権利金、保証金、礼金、そ
して更新料など）は、生活費収入のためだけでなく、良質な借家を供給す
るためにも、必要な資金源なのであろう。
（2）しかしなお、更新料授受の合意・慣行には賛成できない。わが国で
は、従来から、不動産賃貸借契約において、趣旨不明で合理性が疑わしい
「一時金」授受の慣行が行われ続けてきた。そこには、わが国の社会シス
テムや社会的価値観に根本的な問題が内在しているように思う。これまで
の日本（私たち）は、あまりにも多くの‘‘名実一致しないこと”が暗黙裡
に許され、‘‘虚虚のかけひぎ’に慣れされ流されてきた。今日、そのよう
な考え方、生き方、あり方そのものが問われている。
　更新料に限定して進言すれば、賃貸人が「賃料の補充」を徴収したいの
であれば、その分の月額賃料を高く約定することで明確化すべきである。
「違約金」を徴収したいのであれば、違約金条項を特約する。中途解約金
を担保したければ、清算条項を特約する。このように、名実一致の規範意
識のもとで、契約内容の明確化を図ることが、今後の不動産賃貸市場の健
（62）2008年の住宅土地統計調査によれば、全国の賃貸住宅空室率は過去最高の
　18．7％。っまり5部屋に1部屋が空室の状態にある。鈴木豪「週刊ダイヤモンド」
　2011年7月21日記事参照。
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全な発展、ひいては日本社会の安寧化にっながる、必要な改善策であるよ
うに思う。
（3）ともあれ、本判決によって、「更新料条項」に対する“国家的なお
墨付ぎ’がでた。当面の不動産管理実務は、安堵して更新料特約・慣行を
続けていくことができる。
　しかし今後、不動産賃貸借の内実は、更新料特約廃止の方向で進んでい
くものと思われる。実務の現実はすでに、一部の人気物件を除いて、賃貸
住宅市場は「買い手市場」で、更新料を堂々と請求できるような状態では
ない。むしろ、契約更新を機に賃料を下げる、またはフリーレント（家賃
無料）の期間を設けて、居住継続を奨励する引き留め策まで出ているとも
　レ　（63）いつo
　結語として、現実が買い手市場だから更新料廃止も余儀なしというので
はなく、更新料授受は名実がともなわないので、納得できる健全な社会を
築くために意識的に廃止するという規範意識を形成したいものである。さ
らにいえば、更新料のみならず、礼金や敷金という不透明な一時金も、や
がては消えていくべきであろう。
　今回の最高裁は、将来の風潮を見越しつつ、当面の社会的混乱・無秩序
を避けるために、更新料有効判決を出した。しかし、その実、業界や国民
の意識変革を促し、一時金授受の悪しき慣行の廃止を願っているのではな
いかと思いたいのである。
（63）　不動産投資信託（J－RIEr）の開示情報を見ると、すでに「更新料を徴収していな
　い物件が多い」ようである（前注62・鈴木「週刊ダイヤモンド」記事）。
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